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１  編 成 方 針  
 

 

 

 

 

 
 

 

１ 依然として続く物価上昇など、区財政を取り巻く環境が不透
明な状況においても、区民ニーズを的確に捉え、「幸福実感都
市あらかわ」の実現に向け着実な前進が図れるよう、限られた
財源を重点的かつ効果的に配分すること 

 

２ 「あらかわ区政経営戦略プラン」に基づき、区政運営の改革
をさらに推進するとともに、全ての事務事業を対象とした行政
評価の結果を踏まえ、選択と集中の観点から施策の再点検・見
直しを図ること 

 

３ 創意工夫と柔軟な発想をもって積極的な財源確保に努めると
ともに、将来の財政負担等を十分に考慮した上で、基金や起債
を効果的に活用するなど、中長期的な視点に立った財政運営を
行うこと 

 

 
令和６年度予算は、 
 

〜区民に寄り添い、誰もが安心して 
暮らせるまちを実現する予算〜 

 
と位置付け、以下の３点に重点を置いて編成しました。 
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２  予 算 規 模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位︓百万円)

【参考】
  荒川区の財政規模の推移（当初予算） (単位︓億円、％)

伸び率

7.5

1,706

3.3 △ 1.9 1.9 5.6

1,543

伸び率

全会計

4.71.7

4.6 △ 0.9 1.1 5.8

1,514 1,542 1,615

2.8

1,494

区  分

1,023 1,219

４年度

1,070 1,060 1,134一般会計

３年度２年度元年度

1,072

323

39

150

６年度５年度

計

23,499

5,516 0.7％

9,042

0.8％

161,530

19,145

5,555

19,295

170,572

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

国民健康保険事業特別 会計 1.4％

5.6％

増減率

7.5％

増減額５年度

113,370 8,530

６年度区   分

121,900

23,822

一 般 会 計

 

○ 令和６年度の一般会計予算は、区民の皆様が安心して日常生活を送れるよ
うな取組に適切に予算を配分するとともに、選択と集中の観点から既存事業
の再点検・見直しを図るなど、効果的かつ効率的な予算編成を行った結果、
前年度と比べ７.５％増の１，２１９億円となりました。 

○ 「幸福実感都市あらかわ」の実現に向け、地域福祉の向上や災害対策・交
通安全対策の充実、子どもたちが心豊かに成長できるような取組や地域コミ
ュニティの活性化に資する取組など、区民ニーズにきめ細やかに対応するた
めの施策に重点的に予算を配分しました。 

○ 一般会計に、特別会計を合わせた全会計の予算規模は１，７０６億円とな
りました。 
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３  歳   入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位︓百万円)

区   分 ６年度 ５年度 増減額 増減率

特 別 区 税 19,064 19,763 △ 699 △ 3.5％

地 方 消 費 税 交 付 金 5,497 5,603 △ 106 △ 1.9％

特 別 区 財 政 調 整 交 付 金 45,760 43,660 2,100 4.8％

使 用 料 及 び 手 数 料 2,478 2,594 △ 116 △ 4.5％

国 庫 支 出 金 21,014 21,130 △ 116 △ 0.5％

都 支 出 金 10,035 9,344 691 7.4％

基 金 繰 入 金 9,990 4,881 5,109 104.7％

諸 収 入 3,216 2,855 361 12.6％

特 別 区 債 1,181 886 295 33.3％

そ の 他 3,665 2,654 1,011 38.1％

計 121,900 113,370 8,530 7.5％
 

 
 
 

○ 特別区税は、定額減税による特別区民税の減などの影響により、前年度と
比較して７億円減の１９１億円となりました。 

また、歳入の最も大きな割合を占める特別区財政調整交付金は、固定資産
税や法人住民税が堅調に推移していることから、２１億円増の４５８億円と
なりました。 

○ 国庫支出金は、再開発事業の進捗による増があるものの、新型コロナウイ
ルス対策事業の減などの影響で、１億円減の２１０億円、都支出金は、小中
学校給食費補助金の増などの影響により、７億円増の１００億円と見込んで
います。 

○ 基金繰入金については、財政調整や災害対策、公共施設及び義務教育施設
整備などに１００億円を、特別区債については、義務教育施設の改修などに
１２億円を、それぞれ財源として活用します。 
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歳入の構成割合

注︓( )内は５年度当初予算の構成割合です。

特別区税の推移

特別区税

190億64百万円

15.6%(17.4%)

地方消費税交付金

54億97百万円

4.5%(4.9%)

特別区財政調整交付金

457億60百万円

37.5%(38.5%)

使用料及び手数料

24億78百万円

2.0%(2.3%)

国庫支出金

210億14百万円

17.2%(18.7%)

都支出金

100億35百万円

8.2%(8.3%)

基金繰入金

99億90百万円

8.2%(4.3%)

諸収入

32億16百万円

2.6%(2.5%)

特別区債

11億81百万円

1.0%(0.8%)

その他収入

36億65百万円

3.2%(2.3%)

144 146 149
154 158 161

167 169
176 180 184 186

194 198
191

100

125

150

175

200

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 ２ ３ ４ ５ ６

億円

年度

歳 入 合 計

1,219億円

注︓４年度までは決算額、５、６年度は当初予算額です。
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４  歳   出 
 

 

 

歳出の目的別内訳 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

(単位︓百万円)

６年度 ５年度 増減額 増減率

627 625 2 0.3％

17,425 15,995 1,430 8.9％

62,282 60,483 1,799 3.0％

4,767 7,181 △ 2,414 △ 33.6％

4,343 4,174 169 4.0％

2,882 2,752 130 4.7％

10,541 7,031 3,510 49.9％

15,301 10,544 4,757 45.1％

2,121 2,022 99 4.9％

1,311 2,063 △ 752 △ 36.5％

300 500 △ 200 △ 40.0％

121,900 113,370 8,530 7.5％

区   分

目
的
別
内
訳

諸 支 出 金

予 備 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

環 境 清 掃 費

産 業 経 済 費

土 木 費

教 育 費

公 債 費

計
 

 
 
 
 
 
 
 
 

○ 目的別内訳では、総務費は、文化施設の改修などの影響により、１４億円
増の１７４億円、民生費は、児童手当の拡充などの影響により、１８億円増
の６２３億円、衛生費は、新型コロナウイルス対策事業やワクチン接種事業
の減などにより、２４億円減の４８億円、土木費は、三河島駅前及び西日暮
里駅前地区再開発事業費補助などの影響により、３５億円増の１０５億円、
教育費は、小中学校タブレット端末更改や峡田小学校増設校舎建設などの影
響により、４８億円増の１５３億円となりました。 

○ 予備費については、新型コロナウイルス対応などのための緊急対策分を縮
減し、２億円減の３億円となりました。 
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目的別歳出の構成割合

注︓( )内は５年度当初予算の構成割合です。

議会費

6億27百万円

0.5%(0.6%)

総務費

174億25百万円

14.3%(14.1%)

民生費

622億82百万円

51.1%(53.4%)衛生費

47億67百万円

3.9%(6.3%)

環境清掃費

43億43百万円

3.6%(3.7%)

産業経済費

28億82百万円

2.4%(2.4%)

土木費

105億41百万円

8.6%(6.2%)

教育費

153億1百万円

12.6%(9.3%)

公債費

21億21百万円

1.7%(1.8%)

諸支出金

13億11百万円

1.1%(1.8%)

予備費

3億円

0.2%(0.4%)

歳 出 合 計

1,219億円
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歳出の性質別内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位︓百万円)

６年度 ５年度 増減額 増減率

56,755 54,891 1,864 3.4％

20,578 19,115 1,463 7.7％

34,056 33,754 302 0.9％

2,121 2,022 99 4.9％

13,195 8,208 4,987 60.8％

51,950 50,271 1,679 3.3％

121,900 113,370 8,530 7.5％計

区   分

性
質
別
内
訳

そ の 他

義 務 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

 
 

性質別歳出の構成割合 

注︓( )内は５年度当初予算の構成割合です。

人件費

205億78百万円

16.9%(16.9%)

扶助費

340億56百万円

27.9%(29.8%)

公債費

21億21百万円

1.7%(1.8%)

普通建設事業費

131億95百万円

10.8%(7.2%)

その他

519億50百万円

42.7%(44.3%) 歳 出 合 計

1,219億円

 

○ 性質別内訳では、人件費は、職員給与費の増などの影響により、１５億円
増の２０６億円、扶助費は、児童手当の拡充などの影響により、３億円増の
３４１億円、普通建設事業費は、三河島駅前及び西日暮里駅前地区再開発事
業費補助や峡田小学校増設校舎建設費の増などにより、５０億円増の１３２
億円となりました。 
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５  基金残高と区債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年度末現在高

 注︓基金残高・区債残高ともに４年度までは決算額、５年度以降は年度末時点の
   見込額です。また、一般会計分のほか特別会計分も含みます。

264
248 254 251 257

280

327

353

382

408

432
451

479
458

371

216 220 223
201 207

197 198
187 186 181

190 185
175

162 154

0

150

300

450

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 ２ ３ ４ ５ ６

年度

億円

区債残高

基金残高

 
 

○ 基金残高は、将来想定される公共施設や小中学校等の改築需要への備えと
して、積極的に積立てを行っていますが、今後、公共施設の大規模改修など
の財源としての活用を予定しており、令和６年度末の残高は、３７１億円と
なる見込みです。 

○ 区債残高は、緩やかな減少傾向にあり、令和６年度末の残高は、１５４億
円となる見込みです。 

-9-



6 予算の主要な事業 
 

 

  
 
区民一人一人が、生涯にわたって心身ともに健康で生き生きと過ごせるまちを目指

します。また、高齢者や障がい者を含め、誰もが安心して暮らせる活気ある地域社会
を目指します。 

 
 
（１）地域ぐるみでの健康づくりの推進 １３，８３１千円 

区民の早世を予防し、健康寿命を延ばすことを目指し、糖尿病をはじめとした生活習慣病の
発症や進行を防ぐ健康的な生活習慣づくりに重点を置いた、「あらかわＮＯ︕メタボチャレン
ジャー」の育成、「あらかわ満点メニュー」等の食環境整備、「健康情報提供店」の普及、「禁煙
チャレンジ応援プラン」をはじめとした受動喫煙防止・禁煙対策に取り組む。 

また、「あらみん体操」等の健康づくり体操の普及、「ころばん体操」による介護予防強化な
ど、地域での健康づくり活動を支援する。 
 

（２）健康アプリを活用した健康づくり支援 新    ２１，０３８千円 
健康づくりに無関心な層に向け、楽しみながら気軽に健康増進に繋げてもらうため、健康ア

プリでポイントを貯めてインセンティブを付与する仕組みを提供し、健康行動の「きっかけづ
くり」と「継続支援」を行う。 

毎日の歩数、体重、血圧といった健康記録、区のイベント参加などの様々な健康行動に応じ
たポイント付与を行うとともに、指定スポットの訪問、歩数ランキングなど、利用者を飽きさ
せない内容の充実を図る。 

また、貯まったポイントの交換には、電子マネー等を中心とした魅力のあるインセンティブ
を提供する。 

 
 
 
 
 
 
 

新︓令和６年度新規事業 レ︓令和６年度レベルアップ事業 

１ 生涯健康都市 
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（３）地域医療の充実 新 ２２３，０９７千円 

地域における医療機能のさらなる充実や地域振興のため、医療法人による令和あらかわクリ
ニックの建替えの支援を行い、９年度の新クリニック開院を目指して、推進する。 

新クリニックでは、令和あらかわ病院の外来機能を移管し、外来患者の診療体制を充実させ
るとともに、病院では空いたスペースを活用して健診機能を整備し、クリニックと病院で総合
的な医療提供体制となるよう計画されており、地域医療の充実が図られる。 

また、新クリニックでは、講演会や教室等の健康に関する様々なプログラムを区や関係団体
も協力して実施することで人の流れをつくり、地域の賑わいを創出することに加え、災害発生
時には令和あらかわ病院と連携して医療提供を行い、病院とともに災害時の地域医療の中核を
担うよう、調整を進める。 

 
（４）がん対策の推進 レ ５４０，０００千円 

区民の死亡原因の４分の１以上を占めるがんへの対策として、荒川区がん予防・健康づくり
センター等において、胃・肺・大腸・乳房・子宮頸部の５つの部位について、国の指針に基づ
いた精度の高いがん検診を実施することにより、がんを早期に発見し、区民のがんによる死亡
減少を目指す。 

また、学校と連携してがん予防出前授業を行い、健康的な生活習慣とがん検診の重要性、命
の大切さを一緒に考える機会作りを積極的に行っていく。 

６年度からは、がん治療に伴う外見の変化で悩みを抱えている方を対象とした、ウィッグや
胸部補正具などのアピアランスケアに関する費用助成を開始する。 

加えて、現在、定期接種として小学校６年生から高校１年生相当の女性に対し子宮頸がんを
予防するＨＰＶワクチンの接種費用の助成を実施しているが、同ワクチンは男性もかかる咽頭
がんや肛門がんにも予防効果があることから、小学校６年生から高校１年生相当の男性に対し
ても、ＨＰＶワクチンの接種費用を助成する。 

 
（５）若い世代からの健康意識づくり レ １７，１６２千円 

より早い段階から生活習慣病等の罹患や重症化を予防するため、若い世代へアプローチし、
健康意識の醸成や気付きのきっかけづくりを進める。 

成人歯科健康診査では、現在の対象者である４０・４５・５０・５５・６０・６５・７０歳
に、６年度から新たに２０・２５・３０・３５歳を加え、生活習慣病との関連が指摘されてい
る歯周病の早期発見と重症化を予防する。 

また、特定健診の対象外である４０歳未満を対象としている３５〜３９歳健診について、対
象をより若い世代である３０歳と３５歳へ変更するとともに、区内医療機関での実施とするこ
とで利便性の向上を図る。 

 

1 生涯健康都市 
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（６）糖尿病重症化予防等による医療費の適正化 ６１，５４２千円 

診療報酬明細書（レセプト）等、医療健康情報を活用した医療費分析を行い、糖尿病の重症
化予防対象者や多受診・重複多剤服薬対象者を抽出し、荒川区医師会や荒川区糖尿病対策協議
会と連携して、服薬管理・食事療法・運動療法等の保健指導を実施する。 

さらに、医療費分析により抽出された情報を活用して、被保険者にジェネリック医薬品の利
用差額通知を送付し、ジェネリック医薬品への切替えを推進すること等により、医療費の適正
化を図る。 

 
（７）生活困窮者等の自立支援 ６５，０３８千円 

生活困窮者の相談窓口「仕事・生活サポートデスク」において、生活や住まいに困窮する方
への居住支援（住居確保給付金・一時生活支援）や就労支援、家計改善に向けた支援を実施す
る。 

また、ひきこもりの相談窓口である「あらかわひきこもり支援ステーション」の周知に努め
るとともに、「当事者の居場所づくり」や庁内関係部署、社会福祉協議会、地域包括支援センタ
ー、ハローワーク等と連携を強化し、ひきこもり当事者やその家族を支援する。 

 
（８）高齢者みまもりネットワーク １６１，２７９千円 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、高齢者みまもりステーションを
拠点として、ワンストップのサービスを提供するとともに、地域包括支援センターと連携し、
必要なサービスにつなげる等の支援を行う。 

また、緊急通報システムや、配食サービス、新聞販売店販売員等による見守りを行うことに
より、高齢者の不安や孤立化を防ぐ。 

 
（９）高齢者の社会参加の促進に向けた支援の充実 レ ９４，７８４千円 

高齢者のさらなる社会参加の機会を創出するため、入浴機会を提供し健康の保持や地域にお
ける交流等を促す、高齢者入浴カードの支給対象年齢を７０歳から６５歳以上に拡大するとと
もに、交通安全杖の支給対象者の所得要件を廃止し、さらに支給後３年間を経過した場合に再
度支給できるように改める。 

また、会話等が聞き取りやすくなることによる生活の質の向上や積極的な社会参加を支援す
るため、加齢が原因で聴力が低下している高齢者に対する補聴器購入費助成の対象者の所得要
件を廃止する。 
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（１０）ふれあい粋・活サロンの運営支援の拡充 レ ３，１３９千円 

ふれあい粋・活サロン事業の運営を支援するため、荒川区社会福祉協議会に対して実施する
補助を拡充することで、サロンの早期再開を支援するとともに、高齢者の社会参加の促進と閉
じこもり予防の強化を図る。 
 

（１１）認知症施策のさらなる推進 新 ７２，２７１千円 
認知症地域支援推進員が中心となり、認知症に関する正しい知識と理解を深める普及啓発活

動を行うとともに、認知機能の低下がみられる人や認知症の人に対する早期発見・早期対応を
円滑に行えるよう、本人と親交のある人や地域の関係者との連携を強化することで、認知症に
なっても安心して暮らせる地域づくりのさらなる推進を図る。 

また、新たに、個人賠償責任保険に区が契約者となり加入する事業や徘徊対策グッズ（二次
元コード）の配付を始めるなど、認知症の高齢者等とその家族が地域で安心して生活できる体
制を強化する。 

 
（１２）介護サービス人材の確保・定着・育成の強化 新 １９，１３５千円 

人材不足が続いている介護人材を確保するため、新たに介護のしごとの魅力を発信するパン
フレットの作成や介護職未経験者向けに入門的研修を行い、介護職の裾野拡大と就労促進を図
る。 

また、介護職員の宿舎借り上げ費用の一部を助成し、住宅費の負担軽減を図る事業を開始す
るとともに、今年度も引き続き、ケアマネジャー資格取得等にかかる費用の助成や初任者研修・
実務者研修受講にかかる費用の補助を行い、総合的に人材の確保・定着・育成を支援していく。 

 
（１３）基幹相談支援センターを中心とした相談支援体制の充実 ３０，５７７千円 

区内の障がい者やその家族が抱える多岐にわたる困りごとについて、基幹相談支援センター
が関係機関と解決を図るための中心的な役割を担うとともに、障がい者が住み慣れた地域で安
心して暮らせる体制づくりを行う。 

また、障がいに関する困りごとや悩みごとについて、相談支援を行うとともに、相談支援事
業者への専門的な指導・助言といった後方支援を行う。 

 
 
 
 
 
 
 

1 生涯健康都市 

-13-



 
（１４）医療的ケア児等への支援 ４９，６４０千円 

医療的ケア児等とその家族を必要な関係機関やサービス等につなぎ、コーディネートする医
療的ケア児等地域コーディネーターを基幹相談支援センターに配置する。 

また、在宅の医療的ケア児等と暮らすきょうだい児を養育する家庭に対してホームヘルパー
を派遣し、当該児童の学習、休養、余暇や保護者とのふれあい等の機会を確保するとともに、
各家庭のニーズに対応するため、１時間単位でのサービス利用を可能とすることで、介護を行
う家族等の家事負担軽減を図る。 

さらに、留守番看護師派遣事業を実施し、常時在宅で介護を行う家族の負担軽減を図る。 
 

（１５）難病患者や重症心身障がい者等への外出支援の拡充 レ ２４，８６１千円 
難病患者への通院支援に向け、通院にかかる費用を助成するとともに、医療的ケアや重症心

身障がい児者へ福祉タクシー券を新たに交付するなど、外出にかかる支援を拡充する。 
 
（１６）電話代行サービス及び遠隔手話通訳サービスの実施 ５，２１４千円 

聴覚障がい者が区役所・病院等への連絡が必要な場合に、スマートフォンやタブレット端末
のテレビ電話機能を使い、通訳コールセンターを介して、手話･筆談及び音声認識による文字
表示で意思疎通を行う電話代行サービスを引き続き実施する。 

また、区役所窓口において、手話による円滑な手続きを進められるようタブレット端末を配
置し、テレビ電話機能による通訳コールセンターを介した遠隔手話通訳サービスを行うととも
に、筆談・音声認識による文字表示で手続き等の支援を実施する。 

 
（１７）重度障がい者に対する支援 ３２，２５５千円 

重度障がい者の居住の場であるグループホームの整備を図るため、施設整備費及び開設準備
経費に対する補助を実施するとともに、重度障がい者の日中活動の場となる生活介護施設の施
設整備費補助も行う。 

また、建設用地の確保について公共用地の活用を積極的に検討するなど、施設整備を促進す
る。 

 
（１８）重度障がい者グループホーム支援 １２，３３４千円 

重度障がい者を受け入れるグループホームに対して、運営費補助を実施することで、事業運
営の安定及び入居の促進を図る。 

 
 
 
 

1 生涯健康都市 

-14-



 
（１９）親なき後の支援 ７，１８１千円 

障がい者の自立した生活を目指し、その将来像を描く「個人別ライフプラン」作成等の支援
をライフプランナーによる個別相談で応じるほか、特別支援学校や障がい者団体、関係施設等
において出張相談を行う。 

また、成年後見制度の普及啓発及び利用支援を行うことに加え、グループホームの開設・増
設補助を実施することで、障がい者が住み慣れた地域で安心して生活できる環境を整備する。 

 
（２０）たんぽぽセンターの児童発達支援センター化 レ １０８，６８１千円 

たんぽぽセンターの療育の場を拡充することで、待機児童の解消を目指すとともに、たんぽ
ぽセンターの専門性を生かし、保育所等訪問支援事業を実施するなど、地域の障がい児支援の
中核的な支援機関としてさらなる地域支援に取り組む。 

 
（２１）介護予防のさらなる推進 ４４４，７０８千円 

フレイル予防や、低栄養予防・口腔保健の向上等を目的とした講演会や講座を実施するとと
もに、閉じこもりや要介護状態の重度化の防止、生活機能や認知機能の向上を目的とした事業
を実施する。 

 
（２２）地域包括支援センターの機能強化 １９３，３４２千円 

課題が複雑化・困難化している高齢者やその家族へ適切に対応できるよう、５年度から外部
有識者による専門的な助言を受ける機会を増やしており、引き続き地域包括支援センターの対
応力の強化に努めていく。 

また、令和６年４月の介護保険法の改正に伴い、居宅介護支援事業所が介護予防支援を実施
できることを見据えて、令和５年１０月から介護予防ケアマネジメントの様式を簡素化してお
り、地域包括支援センターのさらなる負担軽減につながる取り組みを進める。 

 
（２３）医療と介護の連携推進 ８，６５３千円 

高齢者が住み慣れた地域で安心して在宅生活が送れるよう、必要な時に必要な医療や介護の
サービスを切れ目なく提供できる体制の整備をより一層推進する。 

また、在宅療養を支える多職種の専門職の連携を強化するため、在宅療養連携推進会議や医
療連携会議を開催し、各部門の活動の共有や顔の見える関係づくりを進めるとともに、医療連
携シートを活用した入退院時の情報共有を推進する。 

併せて、在宅療養への備えや看取りについて、区民の理解を深める講演会等を開催する。 
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（２４）地域資源を活用した生活支援体制の整備 ５５，６２８千円 

地域活動報告会や講演会の開催などを通じ、地域で活動する個人や団体等の発掘や育成、地
域における課題と活動団体のマッチングなど、ネットワークの構築を進めることで、生活支援
サービスの拡充を図る。 
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子育て環境の充実を図り、子育て世代が働きやすく、安心して子どもを生み、育てら
れるまちを目指します。また、心豊かにたくましく学び、生きる子どもを、地域社会全
体で育むとともに、生涯にわたって学ぶことができるまちを目指します。 

 
 
（１）高校生等医療費助成事業 １５４，１７７千円 

高校生等の保健の向上と健全な育成を図るため、都が設ける所得制限超過分及び自己負担分
を区が負担することとし、高校生等を養育している保護者等に対し、医療費を助成する。 
 

（２）産後ケア事業の充実 レ ２３，５９７千円 
出産後１歳までの母子に対し、医療機関等で助産師等による育児支援や心身ケアを提供する

産後ケアを実施し、育児不安の解消を図る。 
６年度は、利用料の所得区分の撤廃、多胎児加算の充実を行い、産後ケア事業のさらなる拡

充を図る。 
 

（３）子どもの居場所事業の拡充及び子ども食堂等の推進 レ ３２，１７５千円 
区内１５か所で、学習支援や夕食を提供する生活支援など、子どもの居場所や子ども食堂を

行う団体への支援を充実し、支援を要する子どもの健全な育成を図る。  
６年度より、子どもの居場所事業については、より幅広い団体への支援を可能とするために

補助要件を緩和するなど、当該事業の拡充を図る。 
引き続き、新たな子どもの居場所やこども食堂の開設支援を行うとともに、当該事業の実施

団体や関係機関で構成するあらかわ子ども応援ネットワークの活動を支援する。 
 

（４）保育所・私立幼稚園の給食費負担減免 ３４２，５８５千円 
幼児教育・保育の無償化に伴い、実費徴収とされた３〜５歳児の保育所の給食費を区独自の

公費負担により無料とし、私立幼稚園等の給食費を月額７,５００円まで無償化する。 
 

（５）保育園及び私立幼稚園従事職員等への宿舎借り上げ支援 ２４３，４０９千円 
保育園及び私立幼稚園等の従事職員用に宿舎の借り上げを行う事業者に対し、区がその経費

の一部を補助することにより、人材確保と離職防止を図る。 
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（６）保育士及び幼稚園教諭への奨学金支援制度 １３，７８４千円 

区内私立保育園等に保育士として５年間継続して勤務することを要件に、返済を免除する奨
学資金の貸付を実施することにより、保育士を目指す方への支援を行う。 

また、区内私立保育園または私立幼稚園等に保育士または幼稚園教諭として就職した方に対
し、奨学金の返済費用を支援することにより、人材確保及び職場定着・離職防止を図る。 

 
（７）ケアリーバーへの支援 レ ６，０５０千円 

児童養護施設や里親などの社会的養護を離れ、就職・進学する若者（ケアリーバー）に対し、
家具や家電等を購入するための一時支度金や民間賃貸住宅保証料補助金、資格取得費用補助金
を支給するとともに、ケアリーバーの生活や就労等に関する相談に応じ、必要に応じて専門機
関を紹介する等、退所後の自立を支援する。 

 
（８）ひとり親家庭の支援 レ １８８，２５５千円 

ひとり親家庭の保護者から、経済的困窮や就労、住宅などの相談を受け、様々な支援策につ
なげるほか、離婚前から養育費履行確保に向けた公正証書等作成費用の助成を行うなど、生活
の安定や自立に向けた支援を行う。 

６年度は、ひとり親家庭にベビーシッターまたはホームヘルパーを派遣する「ひとり親家庭
サポート事業」について、利用対象を拡大するなど、ひとり親家庭支援のさらなる充実を図る。 

 
（９）若者相談支援体制の整備 ３２，５３１千円 

若者の様々な相談を受け付け、悩みに応じた適切な支援機関につなぐため、ワンストップ相
談事業を実施する。 

 
（１０）放課後子ども総合プランの推進  １，０９０，８３９千円 

全児童を対象に、学校施設等を活用し、子どもたちの安全・安心な活動拠点を設ける放課後
子ども教室（にこにこすくーる）を実施し、遊び、勉強、スポーツ、文化活動など様々な活動
を通して、子どもたちの社会性・自主性・創造性等の豊かな人間性を育む。 

また、放課後子ども教室と学童クラブを一体的に整備・運営し、両事業を利用する児童が体
験プログラムに一緒に参加できる環境を整え交流を図る「放課後子ども総合プラン」を推進す
る。 
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（１１）学童クラブの充実 レ  ３４６，９０５千円 

保護者の就労等により、放課後に適切な保護を受けられない児童に対し、遊びと生活の場を
提供するため、学童クラブ事業を実施する。 

６年度は、利用者数の増加に対応するため、ひぐらし小学童クラブの移転に伴う定員拡大に
加えて、尾久学童クラブを再開する。また、保育の質の向上のため、区職員による学童クラブ
への巡回や事業者との連携強化を図る。 

学童クラブにおける夏休み等の弁当提供事業を開始し、学童クラブを利用する児童の保護者
の負担軽減を図る。 

 
（１２）荒川遊園のさらなる来園者増に向けた取り組み         ７００，１３９千円 

多彩なイベントの拡充やスタッフの接遇力の向上を図るとともに、アンケートによるニーズ
の把握と継続的なサービスの改善に努め、いつ来ても安全で満足していただける遊園地の実現
を通じ、新たな来園者、リピーターを獲得していく。 

 
（１３）児童虐待防止対策事業の推進 １，６３４千円 

要保護児童対策地域協議会などを通じて地域における警察、小中学校、就学前施設や子ども
食堂等の関係機関との連携をより一層強化し、支援が必要な子どもや家庭を早期に発見又は把
握するとともに、子どもの安全確保や家族関係の調整など、個々の状況に応じた迅速な対応を
図ることにより、児童虐待の防止に努め、子どもの権利利益の擁護に資する。 

また、広く区民に対し児童虐待防止の普及啓発を行い、子どもと家庭を孤立させることなく、
地域ぐるみで子どもを育てることを目指す。 

 
（１４）子どもを対象とした予防接種の充実 レ ４８，３９６千円 

慢性疾患や障がいのある生後６か月から小学校就学前の児童に対し小児インフルエンザワ
クチンの接種費用を助成しているが、新たなワクチンが発売予定になったことや子どものいる
家庭の経済的負担を緩和するため、助成対象者を拡充する。 

 
（１５）出産・子育て応援事業 ８９，７１５千円 

妊娠届出の際に、助産師等がすべての妊婦を対象に面接を行い、それぞれの実情に応じた支
援プランを作成し、地区担当保健師を中心とした妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援
体制を構築する。 

面接を受けた方に、育児用品が選べるカタログギフトを配付し、面接率の向上を図るととも
に、妊婦や家族との関係づくりの機会とする。 

さらに、１歳から２歳までの間に、子育てを応援する育児パッケージを配布するとともに、
子育て家庭の状況を把握し支援する。 
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（１６）乳幼児健診の実施 ６４，９４３千円 

健康診査をきめ細かく実施することで、疾病等の早期発見に努め、養育者への適切な情報提
供や保健指導により育児不安の解消を図る。 

 
（１７）出産・子育て応援交付金支給事業 １８９，３０７千円 

妊婦や０歳から２歳までの低年齢期の子育て家庭に寄り添い、面談や継続的な情報発信等を
行うことを通じて、出産・育児等に関する必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図る。 

併せて、妊娠届出や出産届出を行った妊産婦等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子
育て支援サービスの利用負担軽減を図る経済的支援（計１０万円相当）を実施する。 

 
（１８）学校給食の無償化 ８０７，７８０千円 

子どもたちに必要な栄養を満たした質の高い学校給食を安定的に提供するため、これまでの
取り組みに加え、区立小中学校における学校給食の無償化を実施する。 

学校給食を無償化することにより、子どもたちの健やかな成長を支援し、教育環境の充実を
図るとともに、コロナ禍より続く物価高騰等に対応し、保護者の負担を軽減する。 

 
（１９）ハートフル日本語適応指導 １３，３５８千円 

区立小学校・中学校・幼稚園・こども園に在籍する日本語指導が必要な児童・生徒・園児に
対して、日本語初期指導を行い、学校生活や社会生活にスムーズに適応できるよう支援する。 

また、特に継続指導が必要な小学校５・６年児童及び中学校生徒を対象に、補充学習教室を
実施する。 

 
（２０）防災ジュニアリーダーの育成 ２，１２３千円 

区立中学校における「荒川区中学校防災部」の活動を通じ、中学生に「助けられる人から助
ける人へ」という意識や思いやりの心の醸成を図り、将来、防災活動のみならず、地域活動に
貢献できる防災ジュニアリーダーを育成する。 

 
（２１）中学１年生の基礎学力向上事業 ９，５８１千円 

区立中学１年生を対象とし、夏季休業を中心とした期間に各生徒の学習到達度に合わせた補
習の機会を全中学校において設ける。教科は、英語、数学の２教科を重点教科とし、一人ひと
りの学習到達度に合わせた内容とすることで、基礎的な学力のさらなる向上、学習習慣の定着
につなげる。 
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（２２）タブレットＰＣを活用した学校教育の充実 レ ３，３３７，６４２千円 

児童生徒の理解力に応じた個別学習をより効果的に行い、基礎的な学力を定着させるため、
タブレットＰＣ１人１台体制のもと、児童生徒が自ら意欲的に学べるデジタル教材の活用や、
学校でも家庭でも学ぶことができるオンライン学習のための環境整備を推進する。 

６年度においては、令和７年４月に予定するタブレットＰＣの更新に向けて、ＩＣＴを活用
したより一層効果的な学習環境を構築することができるよう、更改作業を進める。 

さらに、「情報教育アドバイザー」の派遣回数を１校当り年５０回から６０回に拡充し、タ
ブレットＰＣ等のＩＣＴ機器を効果的に活用した授業の進め方などに関するアドバイスを通
し、ＩＣＴ教育全体にかかる学校支援を充実させていく。 

 
（２３）小中学校英語教育の充実・強化 レ １１７，３１９千円 

英語による実践的なコミュニケーション能力を身に付けられるよう、小学１年生より英語の
授業を実施する。 

また、全小中学校に外国人英語指導員を配置し、英語の授業に加え、学校生活の中で児童生
徒が外国人英語指導員と会話する機会を増やすことにより、総合的な英語力を育成する。 

なお、小学校６年生においては、体験型英語学習施設での英語学習体験を実施し、国際コミ
ュニケーション能力のさらなる育成を図る。 

 
（２４）英語検定受検料補助 ４，２７７千円 

すべての区立中学３年生を対象に、英語の４技能である「聞く・話す・読む・書く」の習得
を客観的にとらえることができる実用英語技能検定の受検費用の補助を行うことで、受検機会
を確保し、英語力の育成につなげる。 

 
（２５）算数・国語大好き推進事業 ６５，５３２千円 

学びの基礎となる算数と国語について、小学校１・２年生を対象に、ティームティーチング
により、一人ひとりの子どもの状況に応じたきめ細かい指導を実施する。 

 
（２６）学校パワーアップ事業 １０５，４９２千円 

確かな学力の定着・向上を図るため、各校が「学力向上マニフェスト」を作成し、保護者・
区民に明らかにするとともに、その結果を公表する。 

また、学校教育ビジョンに掲げる「こころとからだの健全な育成」、「体験的な学習活動」の
推進等を踏まえた、各学校の特色ある教育活動をより充実・活性化させるため、各校の創意工
夫にあふれる教育活動を支援する。 
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（２７）教育相談体制の充実  １１６，２６２千円 

児童生徒の問題行動の減少や不登校問題の解決を図るため、教育と福祉の両面に専門性があ
る「スクールソーシャルワーカー」を拠点となる各中学校に配置し、そこから、各小学校を定
期巡回する等、教育相談体制の充実を図る。 

併せて、心理専門相談員による幼稚園並びに小中学校に対する巡回相談を継続して実施する。 
さらに、教育センターに寄せられる電話相談に関する業務に対して、ＡＩを活用した自動相

談記録システムを導入することで、通話音声の可視化とガイダンス機能を活用し、より水準の
高い相談対応を図るとともに、職員間の情報共有を迅速化させ、教育相談機能のさらなる充実
につなげる。 

 
（２８）不登校児童生徒への新たな学びの機会の確保 新 ２７，３４８千円 

生活指導上の課題を抱える子どもたちに対してアウトリーチや別室見守り等の取り組みを
強化するとともに、フリースクール等に通学する児童生徒に対する支援を実施し、子どもたち
の学びの確保支援体制を拡充する。 

 
（２９）学校図書館活用の支援・推進 ２１０，４４１千円 

児童生徒の読書活動及び学習活動を支援するため、蔵書の充実・更新を図る。 
加えて、全小中学校に、専門的な立場から学校図書館の運営や読書活動等を推進する学校司

書を配置するとともに、小学校の大規模校に、学校図書館補助員を配置し、学校図書館のさら
なる活用を図る。 

また、学校図書館に関する高度な専門性と識見を有する「学校図書館長支援員」、「学校図書
館スーパーバイザー」、「教育センター司書」を教育センターに配置し、学校の読書活動を支援
するとともに、司書教諭と学校司書が連携した授業での学校図書館の活用を全小中学校におい
て実践する。 

さらに、荒川区版「推薦図書リスト」を全小中学校に配付し、学校図書館の豊富な蔵書を生
かした読書活動を一層推進するとともに、「荒川区図書館を使った調べる学習コンクール」や
「あらかわ小論文コンテスト」を実施するなど、国語力の向上を図る。 

 
（３０）特別支援教育の推進 ６３８，５５０千円 

特別支援学級や通常の学級に在籍する特別な支援が必要な児童生徒の学校生活や学習活動
の支援を行う支援員や補助員・介助員を配置し、安定的な支援体制の構築を図る。 

また、医療的ケア児の受入体制整備、区立幼稚園及びこども園への通園時送迎支援体制の整
備、特別支援教育アドバイザーによる巡回相談の充実、特別支援学級の施設改修など教育環境
の充実を図る。 
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（３１）ワールドスクール １３，０３３千円 

英語教育の一環として、小学校６年生の児童が清里高原ロッジ・少年自然の家において、外
国人英語指導員とともに３泊４日の共同生活を行うことにより、授業で学んだ英語に慣れ親し
むとともに、生活に密着した英語力を培い、国際コミュニケーション能力の向上を図る。 

また、中学生は、特別区全国連携プロジェクトで連携している秋田市の協力のもと公立大学
法人国際教養大学における「イングリッシュ・ビレッジ」のプログラムに参加し、豊かな価値
観の形成とコミュニケーション能力の一層の向上を図る。 

 
（３２）教育ネットワークシステムの運用 １０３，９７７千円 

高速通信回線を使用した教育ネットワークの環境を活用し、教科指導におけるＩＣＴ活用、
校務の効率化、情報セキュリティの強化等によって、教育内容の質の向上を図る。 

 
（３３）区立幼稚園給食 ２４，６８８千円 

給食の提供により、いろいろな食との出会いを通じて園児の食への興味を高め、園児の健や
かな成長につなげ、幼児教育の充実を図る。 

 
（３４）家庭教育・地域の教育力向上の支援 ４，１７４千円 

子育ての不安・負担感の軽減や「親育ち」につながる学習機会の提供、地域の教育力向上の
ため、動画配信やオンライン講座等の手法も活用しながら家庭教育学級・地域子育て教室等を
実施する。 

加えて、子育てサークルや保護者会等が実施する自主的な講座等に対する支援を行う。 
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モノづくり産業を中心とした区内の産業集積を生かしつつ、社会経済状況の変化を

踏まえた産業構造の転換への対応や、新産業の創出を支援するとともに、商業の振興
を図り、地域経済が持続的に発展するまちを目指します。また、区内の観光資源を積
極的に情報発信することにより、人を引き付ける魅力あるまちを目指します。 

 
 
（１）消費者啓発 ３，８２７千円 

複雑化する消費者被害を未然に防止するため、引き続き消費者講座等を開催し、相談事例集
や消費生活センターの周知用グッズ等を配布する。 

また、高齢者の消費者トラブル防止のための啓発チラシを関係機関と連携して消費生活みま
もり協力団体や、ひとり暮らし高齢者等に配布し、悪質商法、特殊詐欺の防止を図る。 

 
（２）消費者相談 ２７，８８２千円 

区民等の消費生活に関する相談に対し、情報提供や助言、あっせん、他機関への紹介を行い、
区民生活の安定・向上を図る。 

また、多重債務者問題に対応するため、弁護士による特別相談を実施する。 
 
（３）中小企業融資 １，６５２，２２９千円 

厳しい経営環境にある区内中小企業に対し、経営の安定、活性化及び事業承継をより一層推
進するため、融資借受に伴う金利や信用保証料の負担軽減策を実施し、円滑な資金繰りを支援
する。 

 
（４）中小企業倒産防止共済等加入助成 ５，１１０千円 

国が実施する「中小企業倒産防止共済制度」や「中小企業退職金共済制度」、「小規模企業共
済制度」に、新たに加入する事業者の掛金の一部を助成し、連鎖倒産の防止や経営者の事業廃
止後の生活安定を支援する。 

 
（５）高度特定分野専門家派遣 ３，５９７千円 

区内企業の経営課題の解決や経営基盤強化、さらに高度化・高付加価値化する新製品・新技
術開発や各種補助金の申請書作成等を支援するため、実務に精通している専門家を派遣する。 
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（６）中小企業者の企業価値向上の支援 ６６，０４２千円 

労働生産性向上につながる設備投資やＩＣＴツールの導入、多様な主体が活躍できる環境整
備等を行う区内中小企業に対し、経費の一部を助成するほか、中小企業診断士等の外部専門家
による助言を併せて行うことで、企業価値の向上を支援する。 

 
（７）次世代へのバトンタッチ（事業承継・終了）支援 １２，９５８千円 

区内事業者における経営者の高齢化や事業廃止の動向等を踏まえ、定期的なセミナーの開催
による事業承継への意識啓発をはじめ、区内の商工団体及び金融機関等の関係団体との連絡協
議会の開催、事業承継の専門家による訪問相談、事業承継を契機とする前向きな設備投資等へ
の助成、後継者育成のための後継者塾の開講等、次の世代へ円滑な承継ができるよう、「早期
の準備」を多面的に支援する。 

 
（８）モノづくり企業の地域共生の推進 ７，５００千円 

地域との共生を図る取り組みを通じて、持続的な発展を希望する区内事業者が行う防臭・防
災・防振にかかる設備の改修等に要する経費の一部を助成することで、近隣の生活環境の改善・
向上を図るとともに、区内における事業の継続を支援する。 

 
（９）中小企業ＧＸ経営推進支援事業 ５２，７３４千円 

企業経営における温暖化対策の拡がりやエネルギー・原材料等の価格高騰等の外部環境の変
化に対応し、経済と環境の好循環を目指すＧＸ（グリーントランスフォーメーション）に取り
組む区内企業に対し、経費の一部を助成することにより、競争力の強化及び経営基盤の強化を
支援する。 

 
（１０）経営革新等支援 ３１，０７８千円 

新製品・新技術の開発、見本市や催事等への出展、ＩＳＯ認証等取得、産業財産権取得、従
業員の人材育成、ＳＤＧｓを活用した事業経営の推進に取り組む区内企業に対し、経費の一部
を助成することにより、経営の革新を支援する。 

 
（１１）あらかわ経営塾の運営 １，７２７千円 

区内企業の経営革新への取り組みを支援するため、経営者、経営幹部、後継者等を対象に、
中小企業等経営強化法に規定する「経営革新計画」等の策定を通じ、戦略的な経営計画の策定
と計画推進のための手法を習得する経営塾を開催する。 
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（１２）製造事業者等の販路開拓支援の強化 １６，９９２千円 

機械要素・加工技術を集めた日本最大級の専門展示会である「機械要素技術展」への共同出
展を行い、製造事業者の企業間取引（ＢｔｏＢ）における販路開拓をさらに支援する。 

また、元年度に新たに立ち上げたモノづくりブランド「ａｒａ︕ｋａｗａ」によるブランド
認定や情報発信等の取り組みを通じ、消費者向け販売（ＢｔｏＣ）における販路開拓をさらに
支援するとともに、「モノづくりの街あらかわ」を広くＰＲする。 

併せて、販路開拓のノウハウを学ぶ「販路開拓セミナー」の開催により、事業者の販路開拓
力の向上を支援する。 

 
（１３）新製品・新技術大賞 ３，０４７千円 

区内企業が開発した優れた新製品・新技術のうち、優秀と認められるものを表彰することで、
新製品・新技術の開発を促すとともに、受賞した製品・技術のＰＲ等を通じて「モノづくりの
街あらかわ」の振興を目指す。 
 

（１４）企業情報化支援事業 レ                     ８，９４１千円 
区内企業におけるデジタルツールの導入・活用を促進するため、セミナー及び専門人材によ

る伴走型支援を実施するほか、動画制作及びホームページ作成に係る経費の一部を助成するこ
とで基盤整備及び競争力の強化を図る。 

 
（１５）モノづくりクラスターの形成促進 ３０，４８６千円 

顔の見えるネットワーク構築やフロントランナーの育成を軸とした荒川版産業クラスター
の形成を目指す「荒川区モノづくりクラスター（ＭＡＣＣ︓マック）プロジェクト」を推進す
る。 

また、ＭＡＣＣコーディネータによる企業に対する支援・マッチング等を引き続き積極的に
実施することにより、新事業・ベンチャー企業の創出、既存企業の第二創業や経営革新を図り、
区内産業の活性化を促進する。 

 
（１６）産学連携の推進 １４，１７３千円 

大学・研究機関等と連携して新製品・新技術の開発に取り組む区内企業に対し、経費の一部
を助成する等により、新事業の創出を通じた区内産業の活性化を目指す。 

また、地域金融機関及び大学と連携し、区内企業の経営者層に対し、経営デザインや事業再
構築等に関する思考プロセスを学ぶ場を提供することで、区内企業の発展を支援する。 
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（１７）ビジネスプランコンテスト ４，７８６千円 

創業に向けたレベルの高い実践的なセミナーの実施とビジネスプランの公募により、意欲的
な起業家を発掘し、優れたビジネスプランに対しては、事業化に向けた専門家による指導や区
内で創業した際の事務所等賃料補助など、より実効性のある支援を２か年かけて実施すること
により、新事業を育成し、区内産業のさらなる発展を図る。 

 
（１８）起業家支援育成事業の推進 レ ２０，７２８千円 

起業に関する相談窓口の開設、起業の基礎を学ぶセミナー、起業家・起業希望者を対象とし
た交流会等を実施するとともに、区内で事業所を賃借する際の賃料の一部を助成することによ
り、区内での起業を促進する。また、２５歳以下を対象とした起業機運醸成セミナーを通して
区内起業家の裾野の拡大を図る。 

加えて、次代を担う若い世代の起業家マインドを醸成するため、中高生に向けた起業ワーク
ショップを実施するほか、起業時に区内の空き家を活用する際の賃料の一部を助成することに
より、起業家による区内空き家の利活用を促進する。 

 
（１９）日暮里地域活性化施設（ふらっとにっぽり）の運営 １０９，２７０千円 

日本有数の繊維関連業の集積地である日暮里繊維街の魅力を最大限に生かした事業を展開
し、来街者が楽しみに立ち寄れる場所、地域コミュニティを醸成する場所、ファッション関連
産業の新たなビジネスを創出する場所として、地域の活性化を図る。 

 
（２０）クラウドファンディング活用支援事業 １，５００千円 

クラウドファンディングサービスを活用し、資金調達を行う事業者に対し、当該サービス利
用等の手数料の一部を補助する。 

 
（２１）商店街活性化の総合支援 レ ７９，８３６千円 

商店街及び商店街連合会の販売促進やイベント開催、ハード整備・デジタル化等の商店街活
性化事業を計画段階から実施に至るまで総合的に支援する。 

また、各商店街が直面している様々な課題の解決を目的に、専門的な立場から必要な支援を
受ける際に発生する経費の一部を助成する。なかでも、喫緊の課題である商店街の活力を維持
向上させるための、若手リーダーの育成や、商店会運営等の円滑な承継に関する課題の解決に
ついては、相談回数の上限を増やすなど、重点的に補助する。 
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（２２）商店街ルネッサンスの推進 １２，２８０千円 

地域コミュニティの核となる商店街の活性化を図るため、街なか商店塾の推進による個店の
魅力向上策等、商店街ルネッサンス事業をさらに推進する。 

 
（２３）日暮里繊維街の活性化支援 １１，１１９千円 

「繊維の街・ファッションの街 日暮里」の定着を図り、集客力や賑わいの向上を図るため、
日暮里繊維街等が開催するファッションデザインコンテストを支援する。 
 

（２４）公衆浴場の振興 ４７，３８７千円 
公衆浴場の設備改善や、健康増進型公衆浴場改築等の経費の一部を助成することにより、公

衆浴場の経営の安定化を支援する。 
また、昨今の燃料費等の高騰を踏まえ、すべての公衆浴場に対し燃料費等を助成する。 
さらに、公衆浴場の需要喚起を図るための事業経費を助成する。 

 
（２５）就労・人材確保の支援 ４９，１５９千円 

① あらかわ就労支援センターを拠点とした支援 
若年者、女性、高齢者を対象とした就労支援セミナー・講座の開催をはじめ、足立公共職

業安定所（ハローワーク足立）、日暮里わかものハローワーク、マザーズハローワーク日暮
里などと緊密に連携し、引き続きＪＯＢコーナー町屋の運営を行う。 

② 相談窓口支援 
「わかもの就労サポートデスク」、「女性のおしごと相談デスク」、「シニアのおしごと相談

デスク」において就職に対する不安の解消やアドバイス・関係機関についての情報提供、キ
ャリアカウンセリングを行い、一人一人に寄り添った就労支援を行う。 

③ 区内企業の人材確保・定着支援 
区内における企業等の求人ニーズに対応するため、専門職員を配置し、専門ハローワーク

等と連携し、募集から人材採用に至るまでの一貫したコンサルティングを行う人材確保支援
事業を実施する。 

また、区内企業の若手従業員の定着支援として、スキルアップや企業間交流のための若手
従業員向け合同研修会を実施する。 

さらに、労働法制の基礎を学ぶためのセミナーを実施し、人材採用から定着支援までの一
層の充実を図る。 
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（２６）魅力あふれる個店づくりの支援 ２，１０３千円 

意欲ある個店の魅力向上を図るとともに、個店間のネットワークづくりを推進するため、専
属のコーディネータが個別の経営課題に対するアドバイスやメールマガジンによる情報配信
を行うほか、交流会を兼ねたセミナー等を開催し、商店主をサポートする。 

また、個店間の連携から創出される新たなアイデアや取り組みを支援し、商店街及び区内商
業活動の振興を図る。 

 
（２７）商業・サービス事業者の活力創出の支援 ３１，５０１千円 

社会構造の変革や市場環境の変化に対応するための設備・備品・ＩＴツールの導入等を行う
区内商業・サービス事業者に対し、経費の一部を補助するほか、中小企業診断士による助言を
併せて行うことで、地域産業の活力創出を支援する。 

 
（２８）観光情報の提供 ４，５９３千円 

区のイメージアップと誘客の促進を図るため、区ホームページやツイッターを活用し、区の
魅力を広く発信する。 

また、区内の観光スポットを巡るデジタルスタンプラリーを開催することで、アプリ利用者
の増加を図るとともに、区内の回遊性を高め、地域経済の活性化を図る。 

 
（２９）あらかわの伝統野菜のＰＲ ３４１千円 

区の伝統野菜である「三河島菜」の魅力発信による観光振興を図るため、都立農産高校生徒
による野菜の販売や取り組み紹介、区役所地下食堂でのメニューの提供等を通じ、三河島菜の
認知度のさらなる向上を図る。 

 
（３０）産業観光の推進 レ ９，８５９千円 

区の特色の一つである伝統工芸技術職人や荒川マイスター等モノづくり産業を生かした観
光振興を推進するため、工場や工房等において製造過程の見学・体験ができる「モノづくり見
学・体験スポット」の拡充を図る。 

また、増加する訪日外国人観光客を日暮里地域に誘致し、区の魅力に触れる機会を創出する
ため、日暮里繊維街・民間事業者と連携し、日暮里地域活性化施設（ふらっとにっぽり）で訪
日外国人向けのモノづくりイベントを開催する。なお、本イベントのＰＲは、成田空港のプロ
モーションコーナーを活用することで、訪日外国人の来訪を促していく。 
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（３１）都電荒川線の活用 ５２７千円 

区外から多くの観光客を呼び込むため、東京都交通局及び都電沿線３区と連携し、都電荒川
線を活用した「都電荒川線クイズラリー」を実施し、区の魅力をＰＲする。 

また、季節に応じた都電荒川線の魅力をＰＲするため、都電車内を装飾した特別ＰＲ電車を
東京都交通局の協力のもと運行する。 

 
（３２）観光客等の受入体制の充実 ８，５４０千円 

リニューアルした日暮里観光案内所や訪日外国人向け観光Ｗｅｂサイトを活用して、日暮里
繊維街をはじめとした区内観光スポットをＰＲし、日本国内外からの誘客を促進する。 

加えて、宿泊施設や飲食店が外国語Ｗｅｂサイトの開設や外国語表記のメニュー作成等を行
う際の支援及び観光ボランティアガイドの育成についても、引き続き実施する。 

 
（３３）太田道灌の魅力発信 ６，２４４千円 

区に所縁のある武将である「太田道灌」の魅力を発信するとともに、賑わいの創出による区
内外からの誘客促進を図るため、関連自治体等による物販イベント等の「日暮里道灌まつり」
を開催する。 

 
（３４）日暮里駅前イベント広場の活用 新 ３，７２７千円 

多くの国内外観光客が訪れる日暮里駅前イベント広場を積極的に活用し、にぎわいを創出す
るため、グルメ等をテーマにしたイベントを実施する。 

 
（３５）観光イベントの支援 ３８，７４０千円 

にぎわいと活力あるまちづくりのため、地域の方々が主体となって行う「川の手荒川まつり」
など、区民や地域団体などが主催するイベントを支援する。 

また、隅田川花火大会における来街者への安全対策を実施する。 
 

（３６）俳句を生かした誘客の促進 ９，２３０千円 
区内への誘客促進を図るため、千住まちあるきツアー、都電ＤＥ俳句、フォト俳句コンテス

トなどの俳句を活用した観光イベントを開催する。 
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地球環境を守るため、先進的な地球温暖化・ヒートアイランド対策を、地域ぐるみで
積極的に推進するまちを目指します。また、隅田川や公園など、水と緑に恵まれた良好
な居住環境や美しい街並みを大切にした景観の形成に配慮したまちを目指します。 

 
 
（１）環境学習・啓発の充実  ７，６６８千円 

様々なテーマから環境について学ぶ夏休みエコ教室や、区内各施設を巡回しながら環境に関
する企画展示を行う「あらかわエコキャラバン」を実施し、より多くの区民に環境問題を考え
る機会を提供する。 

また、会員制の連続講座「あらかわエコジュニアクラブ」では、年間を通じて体系的に環境
について学ぶ場を創出することに加え、参加者間の横の繋がりを形成し、将来の環境の担い手
を育成する。 

 
（２）AI を活用した区民参加による生き物図鑑づくり 新         ２，８４３千円 
  ＡＩによる生物画像識別機能を搭載したスマートフォン向けアプリを活用した区民参加に

よる生き物図鑑を作成するイベントを実施し、身近なところから区内における動植物について
関心を高めてもらう。 

 
（３）地球温暖化対策の推進 レ ３，５８３千円 

地球温暖化防止のため、区民や事業者と連携を図りながら、講演会や各種イベント等の周知
啓発活動を引き続き実施する。 

また、新たに非化石証書を購入し、再生可能エネルギーの導入を促すとともに、温室効果ガ
ス排出量やエネルギー使用量の削減に資する取り組みを推進する。 

 
（４）省エネルギー化の推進 ４１，９９９千円 

区内の住宅等の脱炭素化を進めるため、太陽光発電設備等の設置や戸建住宅のＺＥＨ化に対
する助成を行うほか、省エネ型エアコン及び冷蔵庫の買い替えを促進する「省エネ家電助成事
業」を実施する。 
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（５）森林整備事業の推進 １２，５２０千円 

友好交流都市等との連携により、森林整備や森林体験事業をさらに充実し、区民が自然や環
境について触れ・学ぶ機会を提供する。 

また、都内広域連携による森林整備事業に参画し、森林体験の場の創出に取り組むとともに、
将来的なカーボンオフセットに向けての取り組みを進めていく。 

 
（６）まちの環境美化の推進 ３５，８８９千円 

「わがまちはわが手で美しく」を基本理念として、ごみ拾いＳＮＳアプリの活用や、プロギ
ングなどのごみ拾いイベントの後援、清掃用具の貸し出し等を行うことにより、区民の自主的
な美化活動を促進し、地域の美化意識の向上と環境美化の推進を図る。 

また、環境美化マナーアップキャンペーンや啓発指導員による巡回、指定喫煙場所の周知を
行うとともに、路面シート等の掲示物を区内各所へ設置することで、「あらかわたばこマナー」
を周知・徹底し、地域の喫煙マナー向上を図る。 

 
（７）荒川もったいない大作戦 レ ４，０４８千円 

食品ロス削減をテーマにした絵本を活用して啓発を行うとともに、１０月の食品ロス削減月
間におけるキャンペーンの実施など、食品ロス削減へのさらなる周知を図る。 

また、飲食店や小売店と協力して食品ロスの削減に取り組む「あら︕もったいない協力店」
と連携し、事業者と消費者へ意識改革を促していく。 

 
（８）不燃ごみ等の資源化の推進 １０９，６７５千円 

「荒川区一般廃棄物処理基本計画」に基づくリサイクルをさらに推進するため、不燃ごみ及
び金属系粗大ごみの資源化に取り組むことにより、ごみの処分量の減量を図る。 

 
（９）集団回収の支援 ３５０，０６６千円 

集団回収を実施する団体に対する報奨金の支給、集団回収を実施する町会に対する回収支援
金の支給、回収事業者に対する補助金の支給などの支援策を継続するとともに、パトロール等
を引き続き行うことで、資源の持ち去り対策を推進する。 

 
（１０）プラスチック回収の推進 １５０，７４９千円 

「環境区民による質の高い循環型社会の構築」に向け、温室効果ガスの排出抑制等を促進す
るため、一部地域で試行実施しているプラスチック回収・資源化について、区内全域での実施
の早期実現に向けて、さらに取り組みを進めていく。 
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（１１）あらかわリサイクルセンターの運営・活用 １０８，６６２千円 

家庭から排出される資源の安定的な中間処理を実施するとともに、リサイクルに関する普及
啓発の拠点として、３Ｒ事業についてあらゆる世代の区民へ周知を図り、循環型社会構築のた
めの取り組みを進める。 

 
（１２）緑化活動の推進及び緑地の保全 １４，８７３千円 

花や緑に対する区民の関心を高め、区内の緑化推進につなげていくための「あらかわ緑・花
大賞表彰制度」や、緑化ボランティアのリーダーを養成する「あらかわ園芸名人養成講座」な
どの事業を実施するとともに、「尾久の原公園シダレザクラ祭り」の開催を支援する。 

また、区内における貴重な緑化資源である保護指定樹木の維持管理を支援し、緑地の保全に
取り組む。 

 
（１３）あらかわバラの市 １１，３８８千円 

バラが見ごろを迎える時期に、区内の生花商組合や商店街等と連携した「あらかわバラの市」
及び「あらかわＲｏｓｅＷｅｅｋｓ」を開催することで、花と緑の街づくりを推進する。 

 
（１４）区民主体の街なか花壇づくり １４，４７９千円 

花による潤いと安らぎの空間を創出するため、街なかに花壇を設置し、区民が主体となった
花壇の維持管理活動を支援する。 

 
（１５）新たな公園等の整備 レ ８５０，９２７千円 

宮前公園は、開園した隅田川から都電通りまでのエリアに続き、都電通り南側のエリアの整
備に着手しており、６年度は病院と公園をつなぐ大屋根の基本設計や、子どもから高齢者まで
幅広い方々が利用できる魅力的な公園になるよう設計等を実施する。また、病院と連携した災
害時の防災拠点として活用できるよう整備内容の検討を引き続き進める。 

町屋公園及び南千住浄水場跡地については、スーパー堤防と一体的に整備を行えるよう、用
地買収に向けた関係権利者との折衝や既存施設の撤去に向けた設計を進めるとともに、一部施
設の撤去を開始する。 
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伝統文化の継承と新しい文化の創造とが調和している多彩なまちを目指します。 
 また、あらかわのまちに息づく連帯感や助け合いの心、下町らしい人情味あふれる
コミュニティを最大限に生かして、地域の連携と協働が活発に行われるまちを目指し
ます。 

 
 
（１）国内都市交流事業 ８，５９９千円 

交流都市での自然体験事業等を通して、区の団体・個人と交流都市の住民との交流を図ると
ともに、交流都市イベントやフェアの開催等により、交流都市の歴史や伝統、芸術文化、特産
品の紹介等を行い、相互の都市の芸術文化・地域振興・交流の活性化を推進する。 

 
（２）芸術文化の振興 ２７，１４７千円 

芸術文化振興プラン（第四次）に基づき芸術文化団体等と連携し、区民が芸術文化に触れる
機会の拡充を図るとともに、積極的な情報発信を推進する。 

また、区の地域資源を活かした取り組みを推進し、区が持つ地域の魅力を区内外へ積極的に
発信する。 

 
（３）東京藝術大学との連携  ３，７７４千円 

東京藝術大学との連携事業として、立体部門の卒業・修了制作作品を対象に、荒川区長賞の
授与や同作品の区内設置をはじめ、芸術家によるワークショップ、親子コンサート等、区民が
芸術文化に親しめる場のさらなる創出を図る。 

 
（４）俳句文化の振興 レ ４，１３５千円 
  「荒川区俳句のまち宣言」に基づき、俳句文化のすそ野を広げるため、区内地域団体及び俳

句団体との連携により、様々な投句事業や中高生俳句バトル等の鑑賞イベント等を実施し、区
民が俳句に触れる機会を提供する。 

また、宣言後１０周年記念事業として、著名人による講演会を実施するほか、未経験者でも
気軽に俳句に親しめる講座を充実させるなど、あらゆる世代が様々な場面で俳句に触れるきっ
かけをつくる。 
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（５）特色ある地域図書館づくり レ ５９，８６４千円 

各地域図書館では、地域の特色をふまえた独自の取り組みや資料収集を行うほか、区民が身
近な生涯学習の場として利用できるよう魅力ある書架を構成して情報提供を行い、地域に根差
した図書館運営を行う。 

「読書を愛するまち・あらかわ」の理念を一層深め、地域が一体となって、子どもから高齢
者まで、誰もが読書に親しみ学びながら心豊かに暮らすことができるまちづくりを目指し、生
涯に亘る読書活動を推進していく。 

なお、読書環境の整備のため、区内３か所目となる図書返却ポストを南千住駅周辺に設置す
る。 

 
（６）荒川ふるさと文化館・南千住図書館のリニューアル 新 ４２，１２４千円 

開設から２５年経過した荒川ふるさと文化館・南千住図書館のリニューアルに向けて、障が
い者、高齢者、子ども、子育て世代の方など、多くの方がさらに利用しやすい融合施設となる
よう設計を行う。 

 
（７）江戸伝統技術の保存と継承 ４２，９００千円 

荒川区指定無形文化財保持者の伝統技術の映像の記録や作品購入により、その技術を保存す
るとともに、保持者を広く紹介し、子ども向けには「あらかわ学校職人教室」や「あらかわ職
人道場」を実施して、伝統工芸技術に対する区民等の関心を高める。 

また、伝統工芸技術の修得を目指す方と、受け入れる伝統工芸技術保持者への支援を行い、
継承者の育成を図る。 

さらに、その魅力を区内外に広く発信するため、引き続き区ホームページや SNS 等におい
て、職人や作品の紹介、作品の購入先等を紹介していくほか、荒川区伝統工芸技術保存会との
協働により、「あらかわの伝統技術展」の開催や「あらかわ伝統工芸ギャラリー」での作品展
示・解説、あらわ座（実演・体験等）を実施する。 
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（８）ゆいの森あらかわの運営 レ ４０１，５８８千円 

ゆいの森あらかわの各機能を有機的に連携させた事業を通じて、区民の生涯学習や子育て支
援、地域の文化とコミュニティの醸成を図る。 
①  中央図書館 

荒川区豊かな心を育む読書のまちづくり条例の趣旨を踏まえ、誰もが読書に親しむことが
できる環境づくりを推進する。 

また、多彩な特集コーナーの設置やイベントを実施するとともに、障がいのある方でも身
近な場所で読書ができるよう、電子図書館を整備する。 

② ゆいの森子どもひろば 
「遊びラウンジ」を運営し、子育て世代のコミュニティの形成や子育ての不安を軽減する

場を提供するとともに、ゆいの森あらかわ利用者のための乳幼児一時預かりを実施する。 
また、「学びラウンジ」では、体験型のコンテンツの充実、ワークショップ等の開催を通し

て、子どもたちが夢や生きる力を育む場を提供する。 
③ 吉村昭記念文学館 

展示やイベント、ＷＥＢやＳＮＳを通して、吉村文学を区内外に発信する。 
また、友の会向けに、会員限定グッズの作成・配付やイベント等の先行受付等、魅力ある

会員サービスの向上を図り、会員数増加に向け取り組んでいく。さらに、「おしどり文学館
協定」に基づき、福井県ふるさと文学館との連携事業を実施する。 
 

（９）パラスポーツの推進事業 ３，５９５千円 
ボッチャやシッティングバレー等、障がいの有無や年齢などを問わず、すべての人々が楽し

むことができるパラスポーツイベントを実施し普及を図るとともに、２０２５年に開催される
東京デフリンピックを契機として、東京都と連携し理解促進に向け啓発活動等を行う。 

 
（１０）荒川遊園スポーツハウスのリニューアル  新 ４７，０６３千円 

開設から３０年経過した荒川遊園スポーツハウスのリニューアルに向けて、高齢者、障がい
者、子ども、子育て世代の方など、誰もが利用しやすいスポーツ施設となるよう設計を行う。 
 

（１１）町会・自治会活動への支援 ２３，５５２千円 
町会・自治会が地域活動事業を実施した場合の経費を助成することで、地域活性化を図り、

さらなる地域力の醸成に繋げる。 
また、町会・自治会役員の担い手となる人材を育成するための支援を行うことで、持続可能

な町会運営の一助を担う。 
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都市基盤の整備を着実に進めるとともに、地域コミュニティが機能している荒川区
の強みを最大限に生かし、ハード、ソフトの両面から、災害に強い安全なまちを目指
します。 
 また、地域ぐるみでの防犯活動や交通安全対策を通じて、犯罪や事故のない安心し
て暮らせるまちを目指します。 

 
 
（１）区内全避難所での避難所開設・運営訓練  レ ３，３０７千円 

区内すべての一次避難所において、大規模地震を想定した避難所の開設・運営や安否確認、
各資機材の取り扱いなどに重点を置いた実効性の高い訓練を実施する。 

また、災害発生後の迅速な避難所開設を支援するため、避難所開設に必要な行動手順書や各
種掲示物等が収納されているキットを導入し、発災時の初動体制のさらなる強化を図ってい
く。 

 
（２）震災時の屋内安全対策の促進 ２７，０４８千円 

地震発生後の電気火災を防ぐために有効な「感震ブレーカー」及び「家具類の転倒・落下・
移動防止器具」の設置・購入費用の助成を行う。 

また、発災時に避難行動をとることが難しい高齢者のみの世帯や障がい者のいる世帯、住民
税非課税世帯を対象とした「簡易型感震ブレーカー」及び「自動点灯ライト」の無料配付事業
を継続して実施する。 

 
（３）治安対策事業の推進 １７１，６９５千円 

街頭防犯カメラを設置する町会等に対して、整備費等の一部補助など積極的な支援を行うほ
か、防犯カメラ作動中の路面シート貼付による啓発、安全・安心パトロールカーによる巡回や
防犯に関する広報活動、郵便局や信用金庫等の区内事業者による「ながら見守り活動」、自宅
への防犯カメラや録画機能付きドアホン等の設置補助制度を活用した自主的な防犯対策の促
進により、地域の防犯力向上を図る。 

また、自転車の盗難のあった地区において安全・安心パトロールカーや盗難防止指導員によ
るパトロール、町会や警察署等と連携した盗難防止の啓発活動や、注意看板等の設置・更新に
より、防犯意識の向上を図る。 
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（４）新たな永久水利施設の整備と消火・送水ネットワーク体制の拡充  １４６，０９８千円 

宮前公園（第三期整備区域）においては、災害時における消防水利だけでなく災害医療活
動を行う災害拠点病院への水の供給を行う永久水利施設の整備を進める。 

また、既設の永久水利施設を拠点とした、複数の防災区民組織（町会）や消防団等との連
携による消火・送水ネットワーク体制の拡充を図る。 

 
（５）特殊詐欺対策 １８，３３６千円 

警察署や区役所に寄せられる不審電話情報の共有化による効果的な青パト警戒、ＡＴＭ警戒、
電話自動通話録音機の設置促進等の取り組みを展開するとともに、詐欺電話が集中している地
域にリアルタイムで防災行政無線を放送し、特殊詐欺に対する区民の警戒感の向上を図る。 

さらに、高齢者が集まる場所でのミニ講座や高齢者世帯への各戸訪問を実施するほか、安全・
安心かわら版やコミュニティバスへのラッピング広告等様々な広報媒体を活用して、特殊詐欺
の手口や対策について啓発する。 

 
（６）交通安全対策の推進 レ ９０，３４８千円 

区内における交通事故の３分の２を占める自転車事故を防ぐことを目的に、自転車ネットワ
ーク計画に基づき、自動車、自転車、歩行者の通行帯を分離するための「自転車レーン」や自
転車の走行位置を示す「ナビマーク」の整備を進める。歩道のない道路の交差点には、地域住
民や警察署の意見を踏まえ、ストップマークや滑り止め舗装を整備するなど、安全対策を進め
る。 

さらに、自転車の適正な利用方法を普及していくにあたり、楽しみながら自転車の正しい乗
り方を学ぶことができる交通園の拡充を図る。荒川自然公園交通園については、老朽化した施
設の改修とともに、多世代が参加できる施設へのリニューアルに向けた検討を進めるほか、尾
久地域では荒川遊園に遊びながら交通安全を学べる環境を創出し、南千住地域では、今後、公
園設計を進める南千住浄水場跡地でのサイクリングコースの設置などについて、幅広く検討し
ていく。 

また、ＴＳマークの取得や高齢者の運転免許証返納の支援や自転車用ヘルメット着用の普及
のための自転車用ヘルメット購入助成を継続するとともに、ながらスマホの防止に関する条例
のさらなる周知・啓発を区内事業者等と連携して実施する。 

 
（７）不燃化特区の整備促進 １，２６１，３４９千円 

大規模地震発生時における市街地火災から区民の生命及び財産を守るため、老朽木造建築物
等の除却や建替えの促進により地域の不燃化を進めるとともに、初期消火や救助活動のための
災害用資器材を配備した防災スポットの整備、主要生活道路の拡幅整備、都市計画道路整備等
を重点的かつ集中的に取り組み、燃えない・燃え広がらない災害に強い街づくりを推進する。 
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（８）学校・学童クラブ・にこにこすくーるにおける安全パトロール １３１，６６４千円 

下校時の低学年児童等の安全を確保するため、すべての小学校、学童クラブ及びにこにこす
くーるにおいて、帰宅時間にあわせて、安全パトロールを実施する。 

 
（９）地籍調査の拡充 ２７，８５１千円 

災害復旧の迅速化、土地取引の円滑化、土地資産の保全、公共事業の効率化等を目的として、
土地の最も基礎的な情報である地籍（土地所有者、地番、地目、境界、面積）を明らかにする
ための調査・測量を実施する。 

 
（１０）私道照明灯のＬＥＤ化促進 レ ２６，１３６千円                                             

安全安心な生活環境を確保するため、私道照明灯のＬＥＤ化を集中的に進め、ＣＯ２排出量
の抑制及び電気代の節減につなげるとともに、メンテナンスにかかる手間など、管理者である
町会への負担を軽減する。 

 
（１１）細街路拡幅整備の推進 レ ４６９，３９２千円 

防災性の向上や居住環境の改善を図るため、建築物の新築・建替え等の際に、建築主等の協
力を得て細街路を拡幅整備する。また、事業の推進を図るため、建築主等に対し、拡幅する用
地の整備に要する費用の一部を助成する。 

さらに、私道細街路の拡幅整備とあわせて電柱移設する際にかかる経費を補助する制度を新
たに開始し、災害時の避難や消火活動が円滑に行える環境づくりを進めていく。 

 
（１２）木造・非木造建物耐震化の推進 レ ８３，６４３千円 

大規模地震による倒壊等のおそれがある旧耐震基準の木造及び非木造建物に加えて、新耐震
基準のうち２０００年（平成１２年）までに建築された木造建物の所有者に対して、建物の耐
震診断や耐震化に要する費用の一部を助成することで、建物の耐震性等を向上させる。 

 
（１３）特定緊急輸送道路沿道建物耐震化の推進 １１，７４９千円 

特定緊急輸送道路となっている日光街道、尾久橋通り、明治通りの一部について、その沿道
建物の耐震化に要する費用の一部を助成することで、建物倒壊による道路の閉塞を防ぎ、広域
的な避難路及び輸送道路を確保する。 

 
（１４）空き家対策のさらなる推進 ４０，９５９千円 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」の改正等を踏まえ、区の空家等対策計画の改定を
行う。本計画に基づき、相談体制の強化や民間活用の促進を図り、空き家化の予防や空き家の
適正管理、地域活性化に資する空き家の活用、危険な空き家の除却等をより一層推進する。 
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（１５）保護者へのデジタル連絡ツール １，３３７千円 

全区立小中学校、幼稚園及びこども園において、連絡ツールを用いて子どもの安全に関わる
情報等を保護者に知らせる。なお、現行の学校情報配信システムのサービス終了に伴い、保護
者の利便性を図るため、５年度から導入された学校と保護者をつなぐ連絡手段のデジタル連絡
ツールを活用する。 

 
（１６）児童安全推進員の配置 ５５，２８８千円 

児童の安全を確保するため、全区立小学校、こども園及び預かり教育を実施する幼稚園に児
童安全推進員を配置し、来校者への応対等を行い、不審者の発見に努めるなど安全体制を整備
する。 

 
（１７）市街地再開発事業の推進 ２，８８９，３００千円 

市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用、住環境の整備、都市機能の更新及び駅前地区の
活性化を目指し、三河島駅前北地区及び西日暮里駅前地区において、市街地再開発事業を推進
する。 
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真の豊かさにつながる区民の幸福度の向上こそが区政の役割であるという考え方の
下、区民とのパートナーシップを大切にした区民に信頼される質の高い区政を推進して
いきます。 

 

 

（１）窓口におけるキャッシュレス決済の促進 ２，６１０千円 
区の窓口で導入している交通系電子マネーやＱＲコード決済をはじめ、クレジットカード決

済等によるキャッシュレス決済を促進し、区民サービスの向上を図る。 
 

（２）デジタル化による業務の効率化・セキュリティ対策の強化 レ ２２１，６６６千円 
定型的・労働集約的な作業等については、ＲＰＡ、ＡＩ議事録等のデジタル技術を活用する

とともに、モバイルパソコン、ペーパーレス会議システム、Ｗｅｂ会議システム等を利用する
ことで、業務の効率化・省力化を図るとともに、ペーパーレス化を推進する。 

また、パソコン内のデータ暗号化や顔認証システムを整備し、セキュリティ対策を強化する。 

 
（３）窓口業務の改善 １３，２８２千円 

来庁者の申請手続にかかる負担の軽減や庁内滞在時間の縮減による区民サービス向上のた
め、各種手続のデジタル化やオンライン申請の活用などにより、窓口業務の改善を推進する。 

７ 計画推進のために 

7 計画推進のために 
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